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1． はじめに 

ニュージーランド・アーカイブズ・記録協会（Archives and Records Association of New 

Zealand: ARANZ）は 1976 年創立の比較的若いアーカイブズ関連団体であるが、2007 年 7

月 12 日～14 日に、オークランド大学にて 2007 年度大会を開催した。今回、筆者はこの大

会にて研究発表を行う機会を得たので、本誌の誌面を借りてこの大会の模様を報告したい。 

 

2. 発表までの経緯と筆者による発表 

 もともと、筆者自身は、小川千代子氏（国際資料研究所、本学会会員）との共同研究「国

際連合における記録管理・アーカイブズの現状に関する調査研究」1について発表の機会を

得るべく、ちょうど日程面で都合がつくARANZの大会に発表を申し込んだ。すると、大会

の事務局より、「この機会に日本のアーカイブズの事情について紹介して頂けないか」とい

う申し出があり、引き受けることとした。よって、筆者はこの大会において「日本のアー

カイブズの事情」「国際連合の記録管理・アーカイブズ」と 2 件の発表を行った。さらに、

今回の大会参加に際しては、オークランド市、オークランド市公文書館、ニュージーラン

ド航空の 3 機関より、渡航費、大会参加費、滞在費の援助を受けることができた（ただし、

後述するウェリントン訪問については援助対象外）。なお、小川氏は今回の大会には参加し

ていない。 

 筆者の発表内容等は以下の通りである。 

 

2.1 日本のアーカイブズをめぐる諸事情の概要（‘Overview of Archives and Archival 

Issues in Japan’, 7 月 13 日発表） 

 この発表では、筆者の既発表論文2の内容も踏まえつつ、以下に分けて日本のアーカイブ

ズの事情を紹介した。 

・アーカイブズの歴史：正倉院以来の伝統、明治期以降の問題、戦後の「近代的アーカイ

ブズ」設立（山口県文書館、国立公文書館など）、公文書館法 

・アーカイブズ機関の現状：国立公文書館の現状、地方での文書館の設置状況 

・デジタル・アーカイブズ：国立公文書館のアジア歴史資料センター、デジタルアーカイ

ブ、デジタルギャラリー 

・アーカイブズをめぐる政策状況：内閣府の懇談会・研究会、総合研究開発機構（NIRA）



での「公文書管理法研究会」 

・アーカイブズ学の進展：日本アーカイブズ学会の設立、翻訳論文集『入門・アーカイブ

ズの世界』出版など 

・今後の課題：アーキビストの教育と専門職認定を大きな課題として挙げた。 

 この発表に対しては聴衆から多くの意見や質問が寄せられた。いくつか挙げると「日本

では 8 世紀の正倉院建立以来のアーカイブズの伝統があるというが、現在アーカイブズが

遅れをとっているのはなぜか」「アーカイブズに移管されるべき資料の閲覧に対してはどの

ような障害があるか」「日本は国際的に活躍する多くの大企業を有しているが、そこでの歴

史的資料はどうなっているか」といったものである。発表の後も、大会会期中に多くの人々

から日本の動向について話を求められ、参加者の関心の高さをうかがうことができた。 

 

2.2 国際機関における DIRKS 方法論の適用：国際連合の場合（‘Implementation of the 

DIRKS Methodology by International Organizations: The Case of the United Nations’、

小川千代子氏と共著、7 月 14 日発表） 

 これは前述の共同研究の成果のうち、DIRKS（ Designing and Implementing 

Recordkeeping）3と呼ばれる、オーストラリアで発案された記録管理・レコードキーピン

グ実施のための方法論が国際連合においてどのように適用されているかを論じたものであ

る。特に、平和維持活動（PKO）において、業務と記録管理とを結びつけた独自の「分類

表（taxonomy）」が用いられていることなどを強調した。隣国で発案された方法論という

こともあり、筆者が発表の際確認したところ聴衆の多くはDIRKSのことを知っていた。ま

た、Bruce Symondson氏（ワイタケレ市アーキビスト）からは、「DIRKSは記録管理の方

法論というよりプロジェクト・マネジメントの方法論と言うべきものだが、国連に限らず

概してDIRKSは細部にこだわり過ぎるきらいがある」とのコメントを頂いた。 

 

3. 大会発表等に見るニュージーランドのアーカイブズ・記録管理の動向 

 

[ここに表 1、写真 1～3 を挿入] 

 

3.1 公文書館法制定 50 周年 

 今回の大会プログラムの概要については表 1 に掲げているが、大会の統一テーマは「あ



れから 50 年…我々はどこまで到達したか（Fifty Years On...How far have we come?）」で

あった。これは、1957 年にニュージーランドで公文書館法（Archives Act）が成立し、国

立公文書館（National Archives, 現在の名称はArchives New Zealand）が発足して以来、

2007 年で 50 年を迎えた、ということに由来する。そこで大会の最初にはDianne Macaskill

現公文書館長が、50 年を振り返る基調講演を行った4。この講演では国立公文書館の草創期

以来の関係者のインタビューを音声で披露するなど、趣向が凝られたものであった。また、

現代のアーカイブズを理論・実践の両面で開拓したTheodore R. Schellenbergが、ニュージ

ーランド国立公文書館開設にあたっても影響力を発揮したことが紹介された（写真 1）。 

 国立公文書館による大会会場内の展示スペースでは、公文書館法成立後のニュージーラ

ンドにおけるアーカイブの歴史について、往時の写真を添えた年表も展示された（写真 3）。 

 

3.2 公的記録法制定 

 一方、ニュージーランドのアーカイブズ・記録管理の領域における近年で最大の出来事

は、2005 年に上記の公文書館法を改訂し、新たに「公的記録法（Public Records Act）」が

制定されたことである。この公的記録法は全部で 67 条から成り、内容は大きく分けて「本

法律の目的と主要な政府機関等（国立公文書館、同館長、後述する文書館評議会などにつ

いて規定）」「レコードキーピングにおける要件」「一般の人々による記録へのアクセス」「評

価選別の過程とその他の要件」の 4 つから成る5。もともと、ニュージーランド国立公文書

館は 2003 年より「Continuum」6という名で政府の記録管理・「レコードキーピング」改善

のための政策・ガイドラインをひとまとめにして提示してきたが、公的記録法は政府の記

録管理・「レコードキーピング」に対する国立公文書館の関与をいっそう強めるものと言え

る。なお、後述のように筆者はARANZ大会後にウェリントンの国立公文書館を訪れたが、

そこでの記録管理担当スタッフによると、公的記録法の適用対象は政府内の各部局のみな

らず、「国有企業（State-Owned Enterprises）」と呼ばれる独立採算制の組織や、政府と取

引のある民間企業にまで及ぶという7。 

 今回のARANZ大会では、公的記録法制定を推進したMichael Cullen副首相が開会講演を

行った。Cullen氏は 1980 年代より自ら公文書館法改正案に携わったことにも触れつつ、文

書館の意義のひとつはニュージーランドのアイデンティティの確立にあること、また現在

の労働党政権のもとで2000年に国立公文書館が独立した政府機関となり権限が強化された

ことの重要性などを説いた8。 



また、今回のARANZ大会ならびに地方政府分科会（Local Government Special Interest 

Group）では、ニュージーランド国立公文書館のStephen Clarke氏らが講演し、同文書館

において公的記録法の規定を実行に移すための標準（standard）の策定に力を入れている

ことを強調した。具体的には、記録のデジタル化、記録のメタデータ、記録の作成と管理、

記録の保存という領域において標準策定作業を進めているという。とりわけ、記録のメタ

データについては、国際標準ISO 23081-19、ならびに公的記録法に定められた要件に対応

するための標準策定を目指しており、今年秋に国立公文書館より原案を提示する予定であ

る。また、公的記録法に定められた、政府のレコードキーピングに対する監査の手続につ

いても、国立公文書館において検討しているところだという。 

 公的記録法において、政府への諮問機関である「文書館評議会（Archives Council）」の

制定が定められ、2006 年 8 月に結成されたことも特筆されよう。これは英国での同種の評

議会を模したものであり、国立公文書館の業務を担当する大臣10に対して、政府のレコード

キーピングやアーカイブズに関する事項について助言することを目的とする。この大会で

は、同評議会の委員であるRachel Lilburn氏（ウェリントン・ヴィクトリア大学講師）ら 3

名より、同評議会の概要や今後の方針について報告があった。 

 

3.3 文書館、図書館、美術館、博物館の連携 

 今回の ARANZ 大会では、文書館、図書館、美術館、博物館の連携を意識する取り組み

も確認された。この点については、2 人の論者を海外から招いて講演を開いたことからうか

がえる。 

まず、2000 年に英国で政府諮問機関として結成された「博物館・図書館・文書館協議会

（Museums, Libraries and Archives Council: MLA）」 11の東ミッドランド（East 

Midlands）分科会会長を務めるHelen Forde氏は、英国における「遺産（heritage）」に注

目を当てた連携活動を紹介した。ここでは、博物館・図書館・文書館等におけるリーダー

育成活動や、「遺産」をめぐる活動がどれだけの経済効果を産出したかの検証などが、MLA

の枠の中で実施されていることが紹介された。もっとも、現状では博物館、図書館に関す

る活動が先行しており、文書館が前面に出る活動はMLAの中では少ない、とも付け加えら

れた。 

また、2004 年にオーストラリア・アデレードにて設立され、同国における文書館、図書

館、美術館、博物館等の「コレクション」について連携を促進する団体である「Collection 



Council Australia」のMargaret Birtley事務局長も、同団体の活動を紹介した。現在取り組

んでいる活動としては、教育用の出版物やウェブサイトの提供、「ブルーシールド・オース

トラリア国内委員会」12事務局運営などがある。今後はオーストラリア国内での「コレクシ

ョン」の現状調査、「コレクション」をめぐる活動に対する標準策定などに取り組みたいと

している。 

 さらに、ニュージーランドにおけるアーカイブズ活動においても、こうした連携が認め

られた。例えば、今回の大会においては、オークランド市の文書館・図書館・美術館にお

ける保存・修復活動を参加者がひとまとめに見学できる機会があり、筆者もそれに参加し

た。そこでは、オークランド市公文書館はオークランド市立図書館と同じ建物内にあり、

地下の書庫も共有していること。また、書籍および文書の保存・修復についても業務を共

有していること（業務の一部は外部に委託）。さらに、図書館・文書館のすぐ近くにある市

立美術館（Auckland Art Gallery）でも図書館・文書館と協力しての保存・修復活動が成さ

れている、という点を確認することができた。ほか、今回の参加者・発表者には図書館関

係者が多く、日本と比べると館を横断した連携が意識されていることが感じられた。 

 

3.4 その他 

 今回の大会では様々なテーマや活動に関する発表に接することができた。以下にいくつ

か例を挙げておく。 

・オークランド市立図書館における、パフォーミング・アーツ（演劇、ダンスなど）関連

の資料の収集・整理：解散した劇場や団体の資料を図書館が収集し整理する、という取り

組みが定着しつつあるようであった。 

・オタゴ大学（ダニーデン）における、マオリ（先住民）の文書に関するマオリ語を用い

た整理：マオリ語の解読に際しては、同大学におけるマオリ語専攻の学生に協力を仰ぐ、

という取り組みが成されていた。 

・ニュージーランド国会で扱われる法案についてのレコードキーピングのしくみ 

・ニュージーランド統計局（Statistics New Zealand）における統計記録の評価選別 

・オーストラリア国立図書館の一部を成す Alexander Turnbull Library（主に個人文書の

収集・整理を担当）におけるデジタル図書館活動 

 

 



4. 追加訪問先にて 

 

[ここに写真 4 を挿入] 

 

 今回の ARANZ 大会終了後、筆者はウェリントンを訪れ、7 月 16 日に短時間ながら国立

公文書館を訪問した。ここでは公的記録法や関連する基準などについて詳しい話を聞くこ

とができたが、公文書館のスタッフからは、1990 年代における政府の「民営化」により政

府各機関に対する統制が弱まり、政府の「レコードキーピング」のしくみもここで一旦崩

壊した、との説明があった（上述の ARANZ 大会における Macaskill 館長の基調講演にお

いても「1990 年代が国立公文書館にとって一番の危機だった」との発言があった）。半現用

記録保管のための「レコード・センター（中間書庫）」が 1962 年にウェリントンとオーク

ランドに開設されたものの、記録保管を担当する民間企業との競争のために 1990 年代にい

ずれも閉鎖された、という説明もあり、これも「レコードキーピング」の崩壊のあらわれ

のひとつといえるだろう。さらに 1990 年代には記録の電子化が進行し、これも国立公文書

館の活動を危機に陥れた、という説明も成された。現在では、各機関に対する統制を取り

戻そうという動きが政府の中で生じており、その動きの中に 2005 年の公的記録法制定が位

置づけられる、というのが公文書館のスタッフの見方であった。 

 筆者はこれとあわせて、ウェリントン・ヴィクトリア大学にも訪問したが、ここでは「情

報管理学部（School of Information Management）」の中に図書館学・アーカイブズ学・記

録管理学の修士課程が位置づけられていること、またインターネットを活用した遠隔教育

（Ｅラーニング）のしくみが確立していることを確認できた。同大学の関係者（Rowena 

Cullen 准教授、Brenda Chawner 講師）からは、公的記録法制定により記録管理学教育へ

の需要が増加するのではないか、との意見もあった。 

 

5. おわりに 

 今回、筆者は初めてニュージーランドを訪れ、同国におけるアーカイブズ（文書館）、記

録管理、「レコードキーピング」の実情を垣間見ることができた。その中で最も印象的だっ

たのは、やはり「公的記録法」の制定であるが、これも上述したような 1990 年代の危機を

乗り越えての成果である、という点は強調しておくべきだろう。また、公的記録法が今後

いかなる形で運用されていくか、各政府機関や政府と取引のある民間企業にとってどのよ



うな課題が認識されるか、という点についても今後注視すべきものと思われる。 

 さらに、ニュージーランドでは様々な領域においてアーカイブズや記録管理・レコード

キーピングが浸透していることも、今回の ARANZ 大会参加を通じて実感できた。本稿で

は紙面の都合もあり、より細かい論点を提示できないのが残念であるが、別の機会に詳し

い考察ができれば、と考えている。 

今回の ARANZ 大会では発表に際して多くの方々よりご支援を賜った。また大会期間中

ならびにウェリントン滞在中にニュージーランドの多くの関係者と直接話ができたのは貴

重な機会であった。今回のニュージーランド滞在においてお世話になった皆様、とりわけ

大会実行委員長として様々な点でご配慮下さった Sarah Padey 氏（オークランド市公文書

館）に、厚く御礼申し上げる。また、急な依頼にもかかわらず国立公文書館訪問について

便宜を図って下さった Stephen Clarke 氏にも謝意を捧げたい。 

 

----------------- 
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表 1：大会プログラム 

 

7 月 12 日（木） 

・午前：見学会（筆者はオークランド市公文書館・市立図書館・市立美術館における保存活

動の見学に参加） 

・午後：分科会会合（筆者は地方政府分科会に参加） 

 

7 月 13 日（金） 

・開会講演：Michael Cullen 副首相 

・基調講演：Dianne Macaskill ニュージーランド国立公文書館長 

・その他研究発表、講演等 

・夕方（発表等修了後）：ARANZ 総会 

・夜：懇親会 

 

7 月 14 日（土） 

・基調講演：Helen Ford 英国博物館・図書館・文書館協議会 東ミッドランド分科会会長

・基調講演：Margaret Birtley オーストラリア・コレクション協議会事務局長 

・その他研究発表、講演等 

・閉会式、次回大会（2008 年 8 月、ダニーデン）案内 

 

 

 

 

 

 



写真 1：Dianne Macaskill ニュージーランド国立公文書館長による基調講演（7 月 13 日）

より。画面は 1954 年の写真で、左はニュージーランド自治領文書館（Dominion Archives）

の責任者だった Michael Standish（のち初代国立公文書館長）、右は国立公文書館設立にあ

たり助言した Theodore R. Schellenberg（当時オーストラリアに滞在）。この写真は大会配

布資料の表紙にも用いられた。 

 
 

 



写真 2：ARANZ 大会での聴衆の模様 

 

 

 



写真 3：国立公文書館の展示ブースに掲げられた、同図書館の 50 年史の年表 

 

 

 



写真 4：ニュージーランド国立公文書館・ウェリントン本館。国会ほか政府機関が集中する

一角にあり、国立図書館もすぐ近くにある。 

 
 

 


